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総量規制の緩和についての反対意見 

 

 保険者は、介護保険事業計画において、それぞれの地域で必要な介護サービス量などを

見込み、必要な介護サービスの整備を促進するほか、負担と給付のバランスを考慮して、

介護保険料を決めている。介護保険法では、介護保険の給付の内容及び水準は、被保険者

が要介護状態となった場合においても、可能な限り、その居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮することとされており、こうした

観点から、居宅での生活が困難となった高齢者のニーズなどを踏まえて、必要な施設サー

ビス量などが見積もられることになる。保険者は、高齢者が安心して地域で暮らし続ける

ことができるように、地域づくりの観点も視野に入れ、それぞれの地域に適した介護保険

の運営に努力してきたのである。 

  

 現在、国においては、介護総量規制の緩和が検討されることになっている。このことに

ついて、保険者として強い懸念

 

を持っている。 

 いわゆる総量規制は、介護保険事業計画に定めた施設定員が既に達しているなど、必要

量を超過する場合に都道府県知事・市町村長が指定を拒否できる制度であり、これまで過

剰な整備による給付費の増高を抑制してきているほか、地域的偏在を防止する効果があっ

た

 

。保険者機能を発揮する上で、重要な権限である。 

 しかし、総量規制が緩和されると、実質上、過剰整備を容認せざるを得ず、施設を中心

とした介護サービスが特定の地域に偏在した整備が進むことになる。かつて、土地の価格

が安いことから施設の建設が容易な地域に、高齢者ニーズをはるかに越えた整備が進み、

極めていびつな事態が生じた地域もあった。

 

地域ごとの高齢者ニーズに即した、介護保険

事業計画を基礎とする基盤整備が求められているのである。 

 問題となっているのは、人件費の高さや地価が高いといった理由で整備がされにくいこ

とであって、総量規制を緩和したからといって解決するものではない。安易に総量規制を

緩和して、地域づくりの観点を無視した量の確保を目指す政策は、保険者として容認でき

ない。 

 

 

介護総量規制の緩和については、明確に反対である。 

以上 


